
 
 

第 ３ ４ 年 度 

令  和  7  年  度 

 
（令和７年４月１日から令和８年３月３１日まで） 

 
 
 
 

事 業 報 告 書                       

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

公益財団法人 秋田県栽培漁業協会 
 

〒010-0531 
秋田県男鹿市船川港台島字鵜ノ崎 16 番地 

電 話(0185)２７－２６０２ 
ＦＡＸ(0185)２７－３０９３ 

 
 



マダイ・ヒラメの放流協力金（率）及び種苗単価の改定について

公益財団法人秋田県栽培漁業協会（以下「協会」）が実施する栽培漁業総合推進事業で

は、毎年、県が定める「水産動物の種苗の生産及び放流並びに水産動物の育成に関する基

本計画」（以下「基本計画」）の目標に基づき、マダイ及びヒラメの稚魚を放流している。

近年、この事業を遂行するための財源としては、主に、マダイ２％、ヒラメ１％の水揚げ

金額に応じた放流協力金（以下「協力金」）、協会設立当初の出捐金（基本財産）を活用

した運用益等が充てられている。これらのうち、放流協力金は、年により変動がありつつ

も比較的安定はしているが、基本財産の運用益は近年の経済状況から低水準で推移してい

る。また、国及び県からの補助金もほぼなくなっている状況である。

一方、諸物価の上昇に伴い、生産経費については、飼料代、光熱水料費、燃油代、人件

費など生産に欠かせない費目を主体に増加傾向にある。

そのため、これまで協力金率を平成５年以来改定することなく、生産経費の削減等によ

り収支の改善に努めてきたものの、マダイ、ヒラメ生産経費は年間400万円以上も収益を

上回る状況が常態化している。また、エゾアワビ、クルマエビ等の種苗単価についても、

平成26年以降、価格を改定することなく、生産経費の削減等に努めてきているが、現在の

価格を維持することは大変厳しい状況となっている。

協会が実施する市場調査結果によると、水揚げされる漁獲物のうち、マダイでは約５％、

ヒラメでは約９％が放流魚であることがわかっているほか、各機関の調査により、一定数

の放流魚が成長して産卵、放精し資源の増殖に寄与していると見込まれること、特にヒラ

メについては放流した場所から近い海域で漁獲される割合が高いことが明らかになるな

ど、放流事業が漁業生産に貢献していることが実証されており、放流事業は、県が推進す

る「つくり育てる漁業」を実践する上でも、継続する必要があると考える。

協会としても、さらなる経費節減を図りつつ、引き続きより良い種苗の生産と放流、供

給に努める所存ではあるが、こうした事情を考慮の上、次のとおり令和7年4月１日より放

流協力金率及び種苗単価を改定することについて、検討いただきたい。
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   令和７年度事業報告 

   当法人が令和７年度に実施した事業について、次のとおり報告する。 

第Ⅰ 事業の状況 

１ 全般的な事業の状況 

 種苗の生産・供給事業のうち、エゾアワビについては、令和４年度に実施した取水設備の改

修以降生育が順調で、外部からの購入をせず自家生産した種苗のみを供給した。ただし、アワ

ビ種苗供給数は、漁協・漁業者からの要望が減ったことにより、前年に比較し約4.7万個減少

した。 

 クルマエビは、7月下旬から 8月上旬に天然親エビを入手して秋田県水産振興センター（以

下「センター」。）施設において種苗生産を開始し、順調な生育を経て、全長20～25mmの稚エ

ビを県内向けに約 232 万尾、県外向けに約 11 万尾供給したほか、余剰分は男鹿半島周辺海域

に協会として自主放流した。 

 ヒラメについては、前年夏季の高水温によりセンターが養成している採卵用親魚の多くが斃

死したため、養成親魚から採卵した受精卵に加え、公益社団法人富山県農林水産公社並びに公

益財団法人山形県水産振興協会から供給を受けた受精卵を用いて４月 17 日から種苗生産を開

始した。種苗は、一部をセンター施設に残し、６月17日に岩館ヒラメ育成施設に移送して中間

育成を行った。生産した稚魚の配布、放流は７月12日から実施した。 

 マダイについては、センターが養成した親魚から受精卵を採卵し、６月２日から種苗生産を

開始した。７月 30 日には、一部をセンター施設に残して、洋上での中間育成は行わず、約 40

㎜サイズで放流を実施した。センターで中間育成を実施したマダイ稚魚は、９月２日の放流式

で放流したほか、三種町八竜漁協他に提供した。なお、種苗生産期間中に発生したウイルス性

疾病により飼育数が大幅に減少したため、他機関からの稚魚の提供を受け生産途中に不足分を

補充した。 

 栽培漁業基本計画の放流目標数であるヒラメ200千尾（全長80mm）、マダイ300千尾（全長

85mm）に対し、ヒラメは目標の80％となる160千尾（平均全長約60～80mm）の放流に留まった

が、マダイについては放流尾数は371千尾と目標を上回ったものの、およそ９割は全長40mm前

後の小型魚であった。 

 日本釣振興会秋田県支部による秋田港での放流イベントと、秋田県つり連合会が毎年北浦漁

港で行っている「マダイ稚魚放流式」に、マダイ稚魚を提供したほか、例年、男鹿マリンクラ

ブが男鹿マリーナで行っている「海の日記念イベント」には放流用ヒラメ稚魚を提供した。 
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第Ⅱ 処務の概要 

１ 役員に関する事項 
（１） 評議員 

令和8年3月31日現在   

役 職    氏 名     就任年月日 所 属 等       

  評議員    遠 藤  実        平成29. 6.27  前秋田県内水面漁場管理委員会長 

  同 菊地 智英  令和 7. 6.23 秋田県漁業協同組合専務理事 

    同      田 村  正        令和 5. 6.27  八峰町副町長 

    同      柴田 智生   令和 6. 6.27  能代市農林水産部長 

    同      檜森 定勝   令和元. 6.26  三種町副町長 

    同      鈴木  健  令和 7. 6.23  男鹿市産業建設部長 

    同      古畑 範行   令和 6. 6.27  潟上市産業建設部長 

    同      青木  巌  令和 7. 6.23  秋田市産業振興部長 

    同      齋藤 喜紀   令和 4. 6.29  由利本荘市農林水産部長 

    同      本田 雅之   平成30. 6.27  にかほ市副市長 
 任期は４年 令和10年度事業決算承認にかかる定時評議員会終了時まで 
 
（２） 理事・監事 

令和8年3月31日現在  

役 職    氏 名     就任年月日 所 属 等       
  理事長   
 

 大 竹  敦       
 

 令和 2. 6.29 
(平成27. 6.13) 

元秋田県水産振興センター所長 
(理事就任年月日) 

  理 事       塚 本  一  令和 7. 6.23 八峰町峰浜漁業協同組合理事 

    同      大髙 光晴   令和元. 6.26  能代市浅内漁業協同組合代表理事組合長 

    同      田中 保則   令和 5. 6.27  三種町八竜漁業協同組合代表理事組合長 

    同      船 木  律        平成27. 6.13  秋田海区漁業調整委員会長 

    同      小 松  斉        平成29. 6.27  元全国広域漁船保険組合秋田県支所長 

    同      水 谷  寿        令和 5. 6.27  (公財)秋田県栽培漁業協会（事務局長兼務） 

  監 事       夏井 大助   令和 5. 6.27  男鹿市農林水産課長  

    同      藤 嶋  茂        平成27. 6.13  全国漁業信用基金協会理事 
 任期は２年 令和8年度事業決算承認にかかる定時評議員会終了時まで 
 
２ 職員に関する事項  

令和8年3月31日現在  

職 名    氏 名     採用年月日 担 当 業 務 等           

事 務局長       水 谷  寿       令和 5. 4.1  事務関係全般・総括（専務理事兼務） 

技術専門員  三浦  肇      令和 4.4.1(再) 魚介類種苗生産・中間育成・放流効果調査 

主任技術員  杉本  修       平成 8. 4.1  魚介類種苗生産・中間育成（象潟アワビ施設勤務） 

技 術 員       佐藤 亮太  平成27. 4.1  魚介類種苗生産・中間育成・放流効果調査 

技 術 員       高橋 宥人  令和 4. 4.1  魚介類種苗生産・中間育成（象潟アワビ施設勤務） 
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３ 役員会に関する事項 
 （１）理事会 

開 催 日     議決事項及び議事の結果 出席者数 

R7.6. 3 

 

 

 

 

 

 

 

議案第１号 令和６年度事業報告書、貸借対照表、損益計算

書（正味財産増減計算書）及び財産目録の承認の件 

・原案どおり承認 

 第２号 定時評議員会の日時及び場所並びに目的である事

項等の件 

・原案どおり決議 

第３号 短期借入及びその限度額の承認の件 

・原案どおり決議 

現在理事数 

定足数 

出席数 

監事出席数 

 7名 

 4名 

 6名 

 1名 

 

 

 

 

R7.6.23 

 

 

 

議案第１号 理事長の選任の件 

・原案どおり承認 

  第２号 専務理事の選任の件 

・原案どおり承認 

現在理事数 

定足数 

出席数 

監事出席数 

 7名 

 4名 

 6名 

 2名 

R8.3.26 

 

議案第１号 令和７年度収支補正予算（案）の承認の件 

・原案どおり承認 

  第２号 令和８年度事業計画（案）、収支予算（案）並

びに資金調達（案）の承認の件 

・原案どおり承認 

現在理事数 

定足数 

出席数 

監事出席数 

 

7名 

 4名 

 6名 

 2名 

 

 

（２）評議員会 

開 催 日     議決事項及び議事の結果 出席者数 

R7.6.23 

 

 

 

 

 

定時評議員会 

議案第１号   令和６年度事業報告、貸借対照表、損益計算書

（正味財産増減計算書）及び財産目録承認の件 

・原案どおり承認 

  第２号 評議員の選任の件 

・原案どおり承認 

第３号 理事の選任の件 

・原案どおり承認 

第４号 監事の選任の件 

・原案どおり承認 

 

現在評議員数 

定足数 

出席数 

監事出席数 

 

 

 7名 

 4名 

 4名 

 2名 
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